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○ 本年９月１７日に夕張市の財政再生計画の変更について総務大臣が同意し

たが、令和元年度予算について、その後に発生した新たな事情に早急に対応

するため、歳入・歳出額等を変更するもの。

○ 変更に伴い必要となる財源については、新たな歳入の確保等により対応す

ることとしており、財政再生計画の主要部分である計画期間、財政再生の基

本方針については変更はない。

Ⅰ 歳入・歳出額の変更における主な内容 

１ 主な変更事項 

（１）財政調整基金積立（＋６８百万円）

平成３０年度決算剰余金に係る繰越金（８５百万円）について、今回の計画

変更に必要な一般財源所要額を除いた上で、財政調整基金への積立を行うもの。 

  （財源）一般財源 ６８百万円 

（２）石炭博物館模擬坑道の排水経費（＋１９百万円）

本年４月に発生した火災による消火活動により、現在水没状態にある模擬坑

道について、排水作業を行うための経費を計上するもの。 

  （財源）幸福の黄色いハンカチ基金繰入金 １９百万円 

２ 性質別歳入・歳出の増減 

【一般会計】 

（１）歳入

国・道支出金の増（＋１９百万円）、繰入金の増（＋３２百万円）、その他

の増（＋８７百万円）により１３８百万円の増 

（２）歳出

人件費の増（＋８百万円）、物件費の増（＋３８百万円）、扶助費の増（＋

２２百万円）、繰出金の増（＋２百万円）、その他の増（＋６８百万円）によ

り１３８百万円の増 
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Ⅱ 財政再生計画本文の変更 

平成２９年３月の財政再生計画大幅見直しの際に開催された特別職報酬等審議

会における特別職の給与改善答申については、市長判断により改善を見送っていた

が、今般、答申に基づき、財政再生計画本文を次のとおり変更する。 

〈第４ 財政の再生に必要な計画及び歳入又は歳出の増減額〉 

１ 事務及び事業の見直し、組織の合理化その他の歳出削減計画 

（変更前） （変更後） 

（１）人件費

ウ 特別職給与及び報酬等の削減

・ 市長、副市長及び教育長の給料につい

ては、一般職員給与と同様、全国都市最

低水準を基本として５０～３０％の削

減を行う。期末手当は削減後の給料を

算定基礎として、支給月数を一般職員

の期末勤勉手当と同じくし、役職加算

は凍結する。また、退職手当は削減後の

給料月額を算定基礎として、市長５．３

１３月、副市長３．３５５月、教育長２．

９３７月の支給とする。ただし、当分の

間は、給料を条例本則の額から平均で６

０％以上削減し、期末手当は削減後の給

料を算定基礎として支給月数を年間２．

４５月とし、役職加算を凍結し、退職手

当を支給しない。 

（１）人件費

ウ 特別職給与及び報酬等の削減

・ 市長、副市長及び教育長の給料につい

ては、一般職員給与と同様、全国都市最

低水準を基本として５０～３０％の削

減を行う。期末手当は削減後の給料を

算定基礎として、支給月数を一般職員

の期末勤勉手当と同じくし、役職加算

は凍結する。また、退職手当は削減後の

給料月額を算定基礎として、市長５．３

１３月、副市長３．３５５月、教育長２．

９３７月の支給とする。




